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第１章 研究概要 

 

第１節  本実証研究の問題と目的 

 

我が国は平成 26 年 1 月に「障害者の権利に関する条約」に批准した。第 24条にお

いてはインクルーシブ教育システムの構築について記載されており、我が国におけるイン

クルーシブ教育システムの方向性は、平成 24 年 12 月に中央教育審議会・特別支援教育の

あり方に関する特別委員会の報告「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育構築のた

めの特別支援教育の推進」に示された。「インクルーシブ教育システムにおいては、同じ

場で共に学ぶことを追求するとともに、個別の教育的ニーズのある幼児児童生徒に対して、

自立と社会参加を見据えて、その時点で教育的ニーズに最も的確に応える指導を提供でき

る、多様で柔軟な仕組みを整備することが重要である」（特別支援教育のあり方に関する

特別委員会, 2012）と明記がなされ、各自治体・各学校はこのインクルーシブ教育システ

ムの構築に向けて様々な施策が展開されている。 

加えて、平成 28 年度から施行された障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」

（以下「障害者差別解消法」とする）には合理的配慮の不提供の禁止について明記されて

いる。一方、障害者差別解消法が施行された平成 28 年 4 月の時点で、対応要領の策定が終

了している自治体はわずか 21自治体であることから（東京新聞, 2016）、教育現場におい

ても具体的な手続きや対応方法における混乱が生じていることが推察される。 

また、平成 29年 3月には文部科学省から「発達障害を含む障害のある幼児児童生徒に対

する教育支援体制整備ガイドライン～発達障害等の可能性の段階から、教育的ニーズに気

付き、支え、つなぐために～」が発行された。本ガイドラインにおいては、教育、医療、

保健、福祉、労働、その他関係機関との連携の必要性が記されており、特に「個別の支援

に当たっては、教育、医療、保健、福祉、労働等の外部の専門家の導入や、これらの専門

家との緊密な連携が求められ」、校長はこれらの地域の資源との連携方法について、特別

支援教育コーディネーターを中心に整理させておくことが重要であるとされている（文部

科学省, 2017）。一方で、平成 18年度～20年度「特別支援教育コーディネーターに関する

全国悉皆調査」によると、コーディネーターの活動内容として「盲・聾・養護学校」（当

時）との連携については半数のコーディネーターが実施しているにも関わらず、「発達障

害者支援センター」や「福祉のコーディネーター」との連携については、実施が２割以下

であり、連携をするにあたっての困難さが伺える（兵庫教育大学 教育・社会調査研究セン

ター, 2008 年）。今後さらにインクルーシブ教育システムを構築するにあたり、すべてを

学校で抱えるのではなく、地域の関係機関と有機的に連携をする仕組みづくりは喫緊の課

題である。 
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株式会社 LITALICO は障害のある成人に対する就労移行支援事業及び発達障害等の

ある 0 歳～18 歳の子どもに対し学習教室等を運営している株式会社である。2011 年

に学習教室 LITALICO ジュニア（旧・Leaf）を開設し、現在は児童発達支援事業所、

放課後等デイサービスによる福祉事業と、保護者が 100%負担する塾事業の両方を運

営している。現在約 60 教室において、総計約 8,000 名の児童生徒が通所している。

LITALICO ジュニアは「生きづらさ」「過ごしづらさ」の原因は子どもの障害特性そ

のものにあるのではなく、子どもと子どもを取り巻く環境の相互作用の中にあると捉

えている。そのため、アセスメントや支援の対象は子どものみでなく、子どもの生活

の場である家族や園・学校等の環境も対象とし、両者にアプローチすることを大切に

している。子どもが教室に通所できるのは平均約週 1.5 日程度であることからも、普

段の生活の場である家庭と園・学校と個別の指導計画の共有・役割分担等の連携、保

護者に対するペアレントトレーニング等の実施を推奨している。 

一方、これまでは、問題行動等から確実に連携が必要なケースにおいても、学校側

に連携を断られることや、単発の情報共有や見学のみで連携が終了してしまうこと、

管理職や担任教師、コーディネーターの人事異動等により連携が終了してしまうこ

と、学校によって基礎的環境整備の状況が異なることから学校により可能な支援の量

や質が異なること、など、持続可能な連携をすることの困難さがあった。 

そこで、本実証研究では、民間の外部機関と学校とのより持続可能な連携体制の構

築に向けた課題と可能性を明らかにすることを目的とする。学習教室 LITALICO ジュ

ニアに通所している児童生徒について、その児童生徒が通う学校とケース会議を実施

し子どもを中心とした支援体制を構築する。加えて、その学校においてユニバーサル

デザイン授業・合理的配慮・ICT 活用の研修の実施・教材・プログラムを提供するこ

とにより、担任教師を中心とした全教師の特別支援教育に対する理解を深めると同時

に、（特に）ICT を活用したユニバーサルデザインを取り入れた授業や合理的配慮が

提供可能な環境整備をする。実践研究の成果指標として、事前・事後の子どもの自己

肯定感の変化、学力の変化、行動の変化、及び教員の特別支援教育に関する支援・合

理的配慮等に対する実施程度の変化を明らかにする。 
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第２節 方法 

 

１．実証内容  

 本実証研究においては、以下の３つの取り組みを実施する。 

 

（１）LITALICOジュニア担当者・学校担任・コーディネーターのケース会議の実施 

協力学校（世田谷区桜丘中学校・小金井市立前原小学校）に在籍しており、LITALICO

ジュニアに通所している児童生徒４名を対象とし、ケース会議を実施する。 

 

（２）校内研修の実施 

協力学校に対し、校内研修を実施し、校内支援体制について助言をする（小金井市

立前原小学校）。 

 

（３）ICT機器・教材の提供 

ICT 等を活用したユニバーサルデザイン授業及び合理的配慮実施のために、ICT 機

器、WiFi 機器、教材、プログラムを提供する。（世田谷区立桜丘中学校・小金井市

立前原小学校） 

※ICT 機器についてはマイクロソフト社から提供 

 

２．対象学校 

対象とした学校は「世田谷区立桜丘中学校」及び「小金井市立前原小学校」の二校であ

る。選定理由として、世田谷区立桜丘中学校は平成 27年度からの連携実績があり、本校に

通う LITALICO ジュニア通所生徒の保護者も継続した連携を望んでいたためである。また、

小金井市立前原小学校については、本校校長と以前連携実績があり、本校に通う LITALICO

ジュニア通所児童が登校しぶりの傾向が強いこと、また、通級指導教室、特別支援学級が

ないことから、学校のニーズが顕在化していたため、対象として選定した。 

 

３．評価方法 

 

以下について事前・事後に聞き取り・アンケートにて評価を行った。 

・子供の自己肯定感・学力・行動の変化 

・教師の特別支援教育に関する支援・合理的配慮等に対する実施程度の変化 

  



5 

 

第２章 校内研修の実施 

 

第１節 方法 

 

担任教師を中心とした全教師の特別支援教育に対する理解を深め、ユニバーサルデ

ザインを取り入れた授業や合理的配慮が提供可能な環境整備を行うために LITALICO

ジュニアで実施している具体的ノウハウを組み込んだ特別支援教育に関する校内研

修を実施し校内支援体制について助言を行った。 

校内研修の事前（研修 1 カ月前）と事後（研修 3 カ月後）に教師の意識・行動を調

査しその結果の比較を行った。 

 

 

第２節 研修事前調査 

 

（１）チェックリストによる調査 

研修の 1カ月前に、現在特別支援教育にお

いて重要であると述べられている合理的配

慮における具体的内容や、授業のユニバーサ

ルデザイン化等の特別支援教育に関して有

効性があると確認されている知見を整理し

た教師が自己評価できるチェックリストを

配布した。 

教師 20 名に調査をした結果、20 名中 19

名の回答が得られた。回答者の内訳は、担任

教師 16 名（低学年教師 6 名、中学年教師 5

名、高学年教師 5名）と、専科の教師３名で

あった。４件法（かなりやっている／やって

いる／たまにやっている／やっていない）で

得られた回答をユニバーサルデザインの教

室環境・授業づくりに積極的と評価できる教

師群と積極的ではないと評価できる教師群

の 2つに分け、単純集計を行った(Table1)。 

 

 

Table1 チェックリストの結果 
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（２） 聞き取り調査 

低学年担任教師１名、中学年担任教師１名、高学年担任教師１名の計３名を対象に７月

に聞き取り調査を実施した(Table2－1, Table2－2, Table2－3)。 

チェックリストの回答に基づき、具体的に取り組んでいる内容や現在困っていること、

特別支援教育の研修で取り扱って欲しい内容について聞き取り調査を実施した。 

 

 

 

 

 

Table2－1 聞き取り調査の結果 A教師 
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Table2－2  聞き取り調査の結果 B教師  
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Table2－3  聞き取り調査の結果 C教師 
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（３） 授業観察による調査 

教師１名（聞き取り調査の協力も得られた中学年 B 教師）を対象として７月に国語の授

業観察を行った。 

 チェックリストの「授業における指導方法」の項目に基づいて観察を行い評価した。効

果的に実践されている（◎）、実践されている（◯）、実践されていない（△）、評価で

きない（―）の４段階で評価し所見を記録した。そして客観的評価の記録と教師の自己評

価（積極的と評価できる回答（●）／積極的ではないと評価できる回答（▲））の比較を行

った(Table3)。 

客観的に評価を行った結果、教師の自己評価と評価が異なる項目が多く、自己評価と客

観的評価に差が見られている（Table 2-9）。教師がチェックリストで実施していると自己

評価をしている項目【時間の構造化】、【情報伝達の工夫】、【参加の促進】、【内容の

構造化】において客観的に観察を行った結果、実施をしていないと評価した。 

 【時間の構造化】の［授業の見通しの提示］、［今行っていることの明確化］では、ね

らいが示されていなかった。加えて、児童が教師の指示を聞いておらず、教師が教科書を

開くことを指示したにも関わらず教科書を出していない児童が複数みられた。教科書が準

備されておらず児童が授業に参加できる状態になっていない中で授業が進行していたため

実施していないと評価した。 

 【情報伝達の工夫】の［言語に加えて聴覚的に提示］と［板書の工夫］では、口頭での

説明が多かったため実施していないと評価した。 

 【内容の構造化】の［ワークシートの活用］はこの授業の中ではワークシートは使用さ

れていなかったため実施していない評価をつけた。［授業目標／内容の焦点化］ではねら

いが示されておらず本授業の目標が明確に提示されていなかったため実施していないと評

価した。 

 【参加の促進】の［授業時の個別対応］は机間巡視により個々の児童に声掛け等を行っ

ていたが、教師を呼ぶ児童が多く対応しきれていなかった。静かに手を挙げて教師を待つ

児童もいれば、大きな声で「先生」と呼んでいる児童もいた。一方で作業が進んでいない

が教師を呼ばずに手が止まっている児童もみられた。個別に対応を行っていたが、教師の

声掛けや支援が必要であると考えられる手が止まっている児童にまで関わりきれていなか

ったため、効果的に実施しているという評価には至っていない（Table 2-9）。 
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Table3  授業観察結果 
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第３節  研修実施 

 

（１）研修概要 

 

研修プログラムを策定し８月に実施した(Table4)。なお、研修において LITALICO ジュニア

で活用している教材やプログラムを示した（※写真を除いた研修資料については本報告書

末尾に添付する）。 

 

 

 

 

 

（２） 研修に対する受講者の感想 

 研修実施直後にその場で受講者に記入してもらった自由記述の感想を記述内容ごとにま

とめたものを以下に示す。 

 

【全体の感想】 

・学級作りの工夫、授業作りの工夫を具体的に教えていただき 2学期からすぐに活 

 かせる研修だった。 

・具体的な事例などもたくさん提示してもらえて分かりやすかった 

Table4  研修内容 
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【学んだこと】 

・個をみながら一人ひとりに合った工夫をしていきたいと思った。 

・一人ひとりにどれだけ丁寧にそして大切に考えてあげられるのかということを改 

 めて実感した。 

・個別対応が必要な子への具体的な配慮方法を学んだ。それが必要でない子の学び 

 やすさになることもよく分かった。 

・ユニバーサルデザインの視点でどの子も楽しく学べる授業を展開していきたいと 

 思った。 

・ユニバーサルデザインのことは前々から話は聞いていましたが今回はさらに深い 

 内容を知ることができた。 

・UDについては知っていたがどのように授業の中に組み込めばよいのかということ 

 は自分の中でもやもやしていたが今まで取り入れていたことも UDだと分かった。 

・自分自身も得意不得意があるのでクラスの子も今まで同様の指導の仕方ではいけ 

 ないのだと感じた。 

・支援を必要とする子どもは多くいるのでどのように支援をすべきか悩んでいまし 

 たが大多数が実質的に参加できる授業づくり・学級づくりをすべきだということ 

 が分かった。 

・自分に合った学び方の選択について教員側が色々と選択できるものを用意してお 

 く大切さを理解した。 

・誰でも使えるように枠を広げるための工夫をすることの大切さを知った。 

【実践にいかしたいこと】 

・刺激量の減少やルールの明確さはすぐにクラスに取り入れていきたい。 

・何を実践していくか自分で決める必要性を感じた。 

・2学期にできることから少しずつ取り組んでいく。まずは、教材の工夫、声かけの 

 変換、ルーブリック評価表の作成を実践する。 

・言葉の変換をトライしてみたい。 

【意見】 

・現段階（今までの取り組み）での勤務時間が 12時間以上という状態の中でさらに 

 新しい取組を入れることが不可能に近い。あまり準備時間を使わずに取り組める 

 方法はないか。 

 

 

 以上のように、学級全体の指導に関することや個別の指導に関することにおいて個々の

教員それぞれに学びがあったと感想が述べられている。また、２学期から実践に取り入れ

たいという声も多く挙げられた。 
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第４節 研修直後の意識調査 

 

①  特別支援教育についての困り感 

 特別支援教育について悩んでいることや困っていることの有無について調査した結果、

研修を受講した全ての教師（19／19 名）が困り感があると回答している。具体的な内容は

以下の通りである。特に個別対応について困り感が集中しており、その中でも個に応じた

支援・指導方法に関する悩みが多い(Table5－1)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 Table5－1 特別支援教育に関する困り感 
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② 研修直後の困り感の解消 

 特別支援教育について、困り感が解消したと思うかについて４件法（とてもそう思う／

そう思う／あまりそう思わない／そう思わない）で調査した結果を、解消した群（とても

そう思う／そう思う）と解消していない群（あまりそう思わない／そう思わない）に分け

た。 

 その結果、13 名の教師の教師の困り感は研修の受講を通して解消または軽減しているこ

とが分かった。解消に至らなかった教師の回答には、実践しないと分からないという意見

も挙がっている。 

 

③ 研修内容を今後の実践へ活かす意識 

 特別支援教育について、実践に活かしたいと思うかについて４件法（とてもそう思う／

そう思う／あまりそう思わない／そう思わない）で調査した結果、全ての教師 19 名がとて

もそう思う／そう思うと回答している。研修直後は、研修を受講した全ての教師が実践に

活かしたいという意欲的な気持ちを持っていることが明らかとなった。 

 具体的な内容としては以下の事柄が挙げられた（Table5－2）。チェックリストの【ルー

ルの明確化】、【クラス内の相互理解の工夫】、【情報伝達の工夫】、【教材】の項目が

実践に活かしたい内容として挙がった。 

 

 

  

Table5－2  実践に活かしたい内容 
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第５節  研修の事後調査 

（１）チェックリストによる調査 

 8 月の校内研修を受講した教師を対象に事前調査と同様のチェックリストを配布し回収

した。４件法（かなりやっている／やっている／たまにやっている／やっていない）で得

られた回答をユニバーサルデザインの教室環境・授業づくりに積極的と評価できる教師群

と積極的ではないと評価できる教師群の 2 つに分け、単純集計を行った(Table6)。チェッ

クリストを配布した 19 名の内、12 名の回答を得られた。内訳は、担任教師 12 名（低学年

担任５名、中学年担任３名、高学年担任４名）であった。 

 

 

Table6 チェックリストの結果 
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（２）質問紙による調査 

８月の校内研修を受講した教職員 22 名の内、校長・副校長・養護教諭を除く全教師 19

名を対象に、11 月に質問紙を配布し 12名の回答を得られた。 

４件法（とてもそう思う／そう思う／あまりそう思わない／そう思わない）で得られた

回答を肯定的な群（とてもそう思う／そう思う）と肯定的ではない群（あまりそう思わな

い／そう思わない）の２つに分けて単純集計を行った (Table7－1)。質問紙の内容は以下

の通りである。 

 

  ・特別支援教育の観点で研修で学んだことを教育実践の中で活用することができてい

るか 

  ・研修がきっかけとなって自分の意識に変化が見られたか 

  ・研修がきっかけとなって自分の行動に変化が見られたか 

  ・実践に活かしやすいと考える研修の形態 

 

① 特別支援教育の観点における教育実践への活用と具体例 

 10 名の教師が研修を受講して得た知識を活用していると肯定的な回答をしている。 

 具体的に実施された内容は、【情報伝達の工夫】と【参加の促進】に関連するものが多

い(Table7－2)。 

 Table7－1  質問紙調査の結果 
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Table7－2  実践に活かされた内容 
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② 活用できていない理由 

 活用について肯定的ではない回答をした２名の教師は、共通してその理由に仕事の忙し

さをあげている。多忙感は、研修実施前にも教師の困り感としてあがっており、忙しいと

いう困り感が引き続き解消されておらず実践の活かしづらさに影響している。 

 

③ 意識の変化と具体的内容 

 特別支援教育の観点において実践で活用している人数と同じく 10 名の教師が意識の変化

について肯定的な回答をしている。具体的な内容は、実践で活用している内容と類似して

おり【情報伝達の工夫】に集中している(Table7－3)。 
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Table7－3  意識の変化 
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④ 行動の変化と具体的内容 

 ８名の教師が行動の変化について肯定的な回答をしている。具体的な内容の回答をみる

と、意識の変化により、行動に移す機会が増加したという意見や、以前から実践していた

こと、内容の頻度が増加したことを挙げている。個々の回答をみると、意識の変化はして

いるが、行動の変化はしていないと回答をしている教師もいる。意識の向上は見られた一

方で、行動の変化には至っていない。また、実践での活用は行っているが行動は変化して

いないと回答している教師もいる。行動の変化となるような新しい取り組みは行われてい

ないことから、以前から取り組まれていた実践に対して活かされていることが分かる。 

 

⑤ 意識の変化と具体的内容 

 11 名の教師が意識の変化について肯定的な回答をしている。この結果は特別支援教育に

おける観点よりも高く、研修の受講が特別支援教育という視点に限らず教育全般における

観点においても意識の向上をもたらしている。具体的内容については無記入または特別支

援教育同様という回答であり、特別な意識の変化ではなく特別支援教育の観点と共通した

ものが挙げられている。 

 

⑥ 行動の変化と具体的内容 

 特別支援教育の観点における回答と同様に、意識の変化に比べて行動の変化は肯定的な

回答が少なく、８名の教師が該当する。行動の変化に肯定的な回答をしていない４名の内、

３名は意識の変化では肯定的な回答をしており、意識は変化した一方で行動の変化には至

っていない。 

 

⑦ 実践に活かしやすいと考える研修の形態 

 今回の研修は主に講義型で実施をしたが、実践に活かしやすい研修の形態として５名の

教師から参加・ワークショップ型の研修が挙げられた。また、具体的な支援の方法につい

て取り扱って欲しいという意見もあった。 
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（３） 聞き取りによる調査 

 研修前の事前調査でも協力が得られた教師と同じ３名（低学年 A 担任教師、中学年 B 担

任教師、高学年 C担任教師）を対象に 11 月に研修受講後の実践上の変化、実践に活かす上

での難しさ、意識と行動の面で変化したこと、チェックリストに関する意見について聞き

取り調査を実施した(Table8－1, Table8－2, Table8－3)。 

 

 

Table8－1  聞き取り調査の結果 A教師 

Table8－2  聞き取り調査の結果 B教師 
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Table8－3  聞き取り調査の結果 C教師 
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（４） 授業観察による調査 

A 小学校で７月に授業観察を実施した同様の教師１名を対象として 11 月に授業観察を行

った。 

本研究の LITALICO 担当者がチェックリストの「授業における指導方法」の項目に基づい

て国語の授業観察を行い評価した。効果的に実践されている（◎）、実践されている（◯）、

実践されていない（△）、評価できない（―）の４段階で評価し所見を記録した。加えて

客観的評価の記録と教師の自己評価（積極的と評価できる回答（●）／積極的ではないと評

価できる回答（▲））の比較を行った(Table9)。 

 

  

Table9  授業観察結果 
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第６節  研修事前事後の比較 

 

（１） チェックリストからみた変化 

① チェックリストの比較方法 

 研修の事前事後調査でチェックリストの回答を得られた 12 名を分析の対象とした。 

 事前調査同様に、4件法（かなりやっている・やっている・たまにやっている・やってい

ない）で得られた回答をユニバーサルデザインの教室環境・授業づくりに積極的と評価で

きる教師群と積極的ではないと評価できる教師群の 2 つに分け、単純集計を行い、その結

果を比較した（Table10）。未回答の質問については、事前と事後どちらか片方回答してい

た場合であっても未回答として扱い分析の対象から外している。 

 

② 具体的な変化 

 積極的に実施していると評価できる回答が増加した項目もあれば、減少した項目もある。 

 ４名以上（３分の１の教師）の変化があった項目は、【刺激量の調整】の［音への配慮］、

３名以上の変化があった項目は、【刺激量の調整】の［教室前面の掲示物］、【時間の構

造化】の［授業の見通しの提示］、［時間割変更などを早く伝える］、【内容の構造化】

の［学習内容の細分化］であった。 
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Table10  チェックリストの比較 
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③ 総合してみる学校の変化 

 チェックリストで一番変化があった【刺激量の調整】の［音への配慮］は、事後調査の

具体的な実践内容の中で具体的内容が記述されておらず詳細は分からない。【刺激量の調

整】の［教室前面の掲示物］では、事後調査の中でも実践に活かしている具体的内容の記

述があり、聞き取り調査の中でも具体的内容が挙げられた。【時間の構造化】の［授業の

見通しの提示］は聞き取り調査の中で A 教師が実践していることを話しており、めあてに

加えて単元の目標を共有する実践を行っている。【内容の構造化】の［学習内容の細分化］

については具体的な実践事例はなかった。 

 事後の質問紙調査では、【場の構造化】、【刺激量の調整】、【ルールの明確化】、【情

報伝達の工夫】、【参加の促進】、【教材の工夫】の項目が実践に活かされている具体的

内容として挙がり、中でも特に【情報伝達の工夫】と【参加の促進】が実践されているこ

とが明らかになった。チェックリストにおけるこの２つの結果をみると、【参加の促進】

の［ヘルプ要請しやすい工夫］以外は研修受講前から積極的に実施されていた内容と重な

る。本研修の受講を通して、以前から実行されていたことに対してより意識が向上したり

より工夫したりしており、必要性が向上していることが分かる。但し、【参加の促進】の

［授業時の個別対応］は以前から実施していると評価されており、研修事後も実践してい

る内容の中で挙がっているが、個別対応をする難しさがあることも聞き取り調査の中で指

摘されており困り感は解消されていない。実践している一方で効果的に実施ができていな

い可能性が考えられる。【参加の促進】に比べると準備が必要なくすぐに取り入れられる

実践である【情報伝達の工夫】は意識の向上と実践の活用があり、研修効果があったと言

える。 

 教師が必要性を評価している一方で事前と事後のチェックリストの結果をみると積極的

に実践されていない項目もある。【教材の工夫】は、研修直後に教材作りについて実践し

たいという声が挙がっており、教師が必要性を感じた項目であった。しかし、事前と事後

のチェックリストの評価の結果には大きな変化はなく積極的に実施されていないままであ

る。研修を受講して必要性を感じている一方で実施に難しさがあることが示唆される。実

施が難しい理由としては、研修前から困り感として挙げられていた人員不足や多忙感も影

響していると考えられる。また、準備をする時間が限られているだけでなく、活用の難し

さも課題として挙げられる。 

 全体として準備があまり必要なくすぐに取り入れることができる内容については、研修

受講後に実践されており研修の効果が見られた。一方で、個別対応の難しさや教師の多忙

感等の困り感は解消されておらず、準備に時間を要するものや新しい取り組みは実践され

にくく活用も難しいことが明らかになった。 

  



27 

 

 

（２）授業観察における評価の変化 

研修の事前事後に実施した授業観察の自己評価と客観的評価を比較した結果は以下の通

りである（Table 6-4）。 

 評価は自己評価、客観的評価共に上がっているが、客観的評価において効果的に実践さ

れているとは評価できていない。研修を通して意識が向上し、実践に活かされていたとし

てもその活用方法が適切でなければ効果は十分ではない。今回の授業観察の中で例を挙げ

ると、【教材の工夫】の［実態に合わせた教材の準備］において、研修事後の授業観察で

は個別の教材が用意されている。しかし、授業中教師が教材の提示する際に「作文を書く

のがどうしても難しい場合は」と説明したため出来ない子が使用する教材というラベリン

グがされてしまった。今回実施した講義形式の研修から知識を得て、教材の準備に至った

点は行動の変化として評価することができ研修効果であるが、児童が使用しなかったため

児童に効果のある授業実践には至っていない結果となった。 

 また、【参加の促進】の［授業時の個別対応］について、研修の事前と事後共に教師は

積極的に実施をしていると評価をしている。しかし、聞き取り調査の中で研修の事前事後

共に個別対応しきれないことを困り感として挙げている。困り感としては解消しておらず

実践しているが効果的に実践できていない項目である。研修受講をしても課題をして残っ

ており、本研修では十分に取り扱うことができていない内容であると考えられる。 

 今回観察をした教師は１名だけだが、この教師のように実践に取り入れても活用の仕方

が適切でないため効果的な実践が行えていないことや教師の困り感は解消していない可能

性が示唆される。 
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Table11  授業観察結果の比較 
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第７節 研修実施に対する結果のまとめ及び考察と今後の課題 

 

LITALICO ジュニアの具体的なノウハウを組み込んだ特別支援教育に関する研修を実施す

ることで、ほとんどの教員の特別支援教育に対する意識の向上及び実践における活用が見

られた。 

 

（１）研修内容を実践に活かす上で効果的だった点 

 いくつかの条件や項目においては、研修内容を実践に活かすことができた。効果的だっ

たと考えられる点は以下の通りである。 

 

① 具体的な指導方法・支援方法の提示 

 本研修において、具体的な指導方法及び支援方法を事例と共に提示することにより、研

修後の教員の意識が向上し、「取り入れてみたい」という感想が多く見られた。実際に、

LITALICO ジュニアが他校においておこなう研修においても、具体的な事例や教材を提示す

ることにより、実践に活かしている感覚を教員が持てるとの意見が多く見られる。これは、

実際に日々子どもたちに対し教育実践をおこなっている民間機関であるからこそ提供でき

る研修内容であり、特に学校現場の教員については、専門用語を用いた専門的な研修より

も、明日から活用できる具体的な指導方法等が有効であると考えられる。 

 

② 準備時間が必要ない実践や難易度が高すぎない実践 

 研修後のチェックリスト、聞き取り、授業観察において、最も多く実践されていたのは、

情報伝達の工夫における板書の工夫や、声かけの工夫、指示の出し方の工夫、時間の構造

化における授業の見通しの提示等であり、準備に時間がかからない実践である。必要性を

感じている一方で、実践までに至っていない項目は例えば教材の工夫など、準備に時間が

かかると思われる項目であることから、各項目について「やりたい」といった気持ちやそ

の必要性を十分に感じていても、「時間のなさ」により、実践が難しいことがうかがえた。 

 また、その他にも実践に活かす上での難しさとして、「子どもの多様化に対する対応力」

等の、教員自身がスキル不足を感じている項目も見られた。単発の研修のみにおいては、

難易度の高い実践については実施が難しいことが伺える。 

 

③ 教員が必要性を感じる実践 

 研修後の聞き取りにおいて、チェックリストの項目については「適切ではないと感じる」

といった意見も見られた。ユニバーサルデザインの項目自体に対し、教員が必要性を感じ

なかったり、不適切と考える項目については、実践に移すことは困難である。 
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④ チェックリストの運用 

 一方で、チェックリストそのものの運用は、研修後の実践を促進する上で効果的であっ

たことが伺える。「指標があって自己評価をする作業そのものに意味がある」との意見が

多くみられた。研修を実施するのみでなく、自己評価を促し、自身の実践を振り返るため

にもこのようなツールの活用は効果的であると考えられる。 

 

（２）研修内容をより実践に活かすために必要であること 

 研修をより実践に活かすための更に必要であると思われた点は以下の点である。 

 

① 準備時間の確保 

② 効果的に活用できるよう日々のフィードバックとの連動 

 授業観察においては、教員が研修で学んだことを実施しようと試みていたが、その活用

方法が子どもにとって効果的ではない場面が見られた。研修とチェックリストのみでなく、

定期的にその活用方法についてフィードバックができる機会があると、より効果的に実践

ができると考えられる。 

 LITALICO ジュニアにおける指導員研修においても、集合型研修のみでは指導員の指導スキ

ルの向上は見られず、日々スーパーバイザーが指導場面を実際に観察をし、定期的にフィ

ードバックをすることが最も効果的である。学校においても、ただ授業研究において授業

観察をするのではなく、何らかの共通言語（今回の場合はユニバーサルデザインのチェッ

クリスト）を用いて、お互いにフィードバックをし合うような仕組みが構築できると、よ

り研修内容を効果的に実践に移すことができるであろう。 
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第３章 教材の提供 

 

第１節 方法 

 

 小金井市立前原小学校に対し、ユニバーサルデザインの視点を取り入れた授業改善や個

別的支援のため、タブレットからモニターに映すことで視覚的な支援を可能とする AppleTV

と LITALICO ジュニアで使用している個々のニーズに配慮した教材の提供を行った。 

 世田谷区立桜丘中学校に対し、Windows タブレット９台と WiF９台の貸出をおこなった。 

 

 

第２節 結果 

 

（１）Apple TV の提供について（前原小学校） 

 AppleTV は、元々学校が所有していたものも合わせて全学年各クラスに設置された。全て

のクラスにモニターが設置されており、教師や児童の持つタブレットの画面を容易にモニ

ターに映し出すことが可能になった。ICT 機器の充実により、視覚的に教材を提示したり、

拡大表示をしたりの配慮が可能になり、ICT 機器を使用したユニバーサルデザインを取り入

れた授業の充実に貢献した。 

 

（２）教材の提供について（前原小学校） 

 教材は、算数（主に低学年向け教材）・国語（漢字、文章読解の教材）・ソーシャルス

キル（セルフコントロールの教材）をファイリングし、全ての教師がいつでも閲覧、コピ

ーできるように学校内の特別支援教室に配置した。また、この教室では、取り出しの個別

指導も行っており、個別指導を担当する教師も閲覧・コピーができる環境となっていた。 

 7 月から 3月まで設置をし、使用状況について 3月に聞き取りをした所、教材の使用はほ

とんど行われなかったと回答があった。理由としては、個別指導においては担任教師から

授業に関する教材（プリントやドリル）の指示があるため追加で教材を選択することがな

かったことが挙げられる。提供した教材は個別のニーズに合わせたものになっており、例

えば視覚情報よりも聴覚情報の認知に優れた児童向けの計算プリント等、個々の児童に合

わせたものを選択して使用することで児童が学びやすくなることが期待されている。しか

し、学校では一人ひとりの認知特性に合せた教材の選択は容易ではない。そのため、教材

選択自体が手間となってしまいあまり活用されなかったことが推測される。 

 また、教材を使用した場合であっても上手く活用できない事例もあった。個別に配慮し

た教材であるが、あくまでも児童が使いたい場合に自ら選択できる提示の仕方が望ましい。

しかし、今回「難しい時はこのプリントを使ってもいいですよ」と教材提示されてしまい
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「出来ない子が使用するプリント」というラべリングがされてしまった。それもあってか、

教材を使用する児童は見られなかった。また、教師が特定の児童に教材を手渡してしまっ

たため、渡された児童は納得がいかず補助教材にも手をつけず授業の間何もしない時間が

続いていた。本来であればより学びやすくするための補助教材で、児童が自ら選択すべき

物だが、提示の仕方一つで活用されなくなってしまっていた。 

 

（３）タブレットと WiFi の提供について（桜丘中学校） 

 世田谷区においては ICT 活用が本格的に開始したのが昨年度末であったことからも、本

実証研究開始時には、教員がその有効性を感じていないとの声が校長からあった。校長が

誰よりも率先して ICT を活用することにより、今年度は教員の ICT を活用することに対す

る抵抗感がなくなり、ICT が「便利だ」という意識が生まれたことが校長の聞き取りから明

らかになった。実際の活用例としては、体育でマット運動をしている時にタブレットを使

い、モニターに写真を写す、理科の授業の際に動画教材を活用する、などがあげられた。 

 その他にも、発達障害のある生徒と学力不振の生徒に対し、夏休みに遠隔で宿題を提出

し、教員とのやりとりをインターネットを介しておこなった実践も今年度実施された。 

 

※なお、ICT を用いた実践も含むインクルーシブ教育システムは、桜丘中学校と近隣小学校

２校による平成 27・28 年度の研究主題であることから、研究発表会の資料を添付する。 

 

 

第３節 考察と今後の課題 

 

 ICT 機器については、ユニバーサルデザインの視点を取り入れるためのツールとして分か

りやすいこともあり、活用が見られた。一方で、今回は機器の貸出と何度かの助言のみで

あったため、どこまで効果的に活用されたか、については明らかにすることができなかっ

た。 

一方で教材については、教材の提供のみでは、活用が難しいことが明らかとなった。使

用されなかった要因としては、①LITALICO ジュニアで使用している教材は、小学校におけ

る一斉指導を想定して作成されたものではないため小学校で使用する教科書やドリルに対

応しているわけでもなく教材の選択が難しかったことが使用しづらかったこと、②個別の

ニーズに合わせた教材であるため一人ひとりに合わせた教材の選択をする時間を作れなか

ったことが挙げられる。 

 また、使用しても活用が難しかった事例もあり、教材の提供に合わせて使用方法の研修

を行う等、教材について教師と共有する時間が必要であった。しかし、教師からは多忙で

時間が取れないと声があがっており、現状として研修時間を確保することも難しいと考え

られる。 
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第４章 ケース会議の実施 

 

第１節 方法 

 

協力学校（世田谷区桜丘中学校・笹原小学校・小金井市立前原小学校）に在籍して

おり、LITALICO ジュニアに通所している児童生徒４名を対象とし、3 者間のケース会

議を実施した。 

 

第２節 結果 

 

以下に４事例を示す。 

【事例１ A 児】（前原小学校） 

 

Ａ児のプロフィール： 

・小５ 

・別室登校 

・発達障害の診断あり 

・LITALICO ジュニア週１通所 

・通級指導教室利用 

 

 ６月に特別支援教育コーディネーター、学級担任と LITALICO ジュニアで策定した個別の

指導計画を共有した。今後の学校と LITALICO ジュニアにおける支援・指導方針について確

認・共有を行った。その後は、学級担任と LITALICO ジュニアの担当指導員が電話・メール

にてやりとりを出来るように連絡先を交換したが、共有する頻度や方法について事前に確

定していなかったため連絡を取り合うことはなかった。その後も１度担任と LITALICO ジュ

ニア指導員とのケース会議を実施したが、情報共有のみにとどまり、それぞれの役割分担

についてまで踏み込んだ議論をすることが困難であった。 

２度のケース会議により、お互いの情報の共有、また、方針のすり合わせをすることが

可能であった。一方で、役割分担まで踏み込んだ議論がすることや、継続的に連絡を取り

合うことは困難だった。要因として、事後のヒアリングで、教師より、連絡があれば応答

するが学校側から発信することはないとの声があった。すなわち、LITALICO ジュニアとの

連携自体は教員にとってプラスアルファの負荷となってしまい、教員自身が連携に対しメ

リットを感じることができなかった可能性が考えられる。 
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※事後の自己肯定感の変化について、現在調査中である。 

 

【事例２ B 児】（前原小学校） 

 

B 児のプロフィール 

・小５ 

・週２回程度一部の時間別室登校） 

・自閉症スペクトラム、不安障害 

・LITALICO ジュニア週１通所、LITALICO ワンダー（プログラミング教室）隔週通所 

 

10 月に個別指導計画を用いて今後の支援・指導方針について B 児の保護者と確認・共有

を行った。学校教師は時間の都合が合わず不在だったため、保護者と共有した後に特別支

援教育コーディネーターと B児担任教師には別途共有を行った。 

B 児は、母子分離ができず週に１～２回、給食時間に合わせて母親と一緒に登校し、別室

にて数時間、手の空いている教師やカウンセラー、ボランティアの学生と一緒に過ごして

いた。本事業担当者が本人の指導方針に対するスーパーバイズをおこない、指導方針を共

に策定した。LITALICO ジュニア及び LITALICO ワンダーの教室にて B児を担当する指導員と

も随時指導内容や状況を情報共有をおこなった。 

10 月から３月まで、学校と LITALICO において方針を共有し、継続的に関わることにより

学校への登校を楽しみにする様子が見られるようになった。安定して週に２回は登校する

ことができるようになり、担当者のスーパーバイズと促しにより学校の教師とも話せる機

会が増加し、学校職員とのコミュニケーションの機会の増加に繋がった。また、楽しく学

校に通う経験を積むことができ、来年度４月以降も学校に通う意思を B 児本人が持つこと

ができている。 

また、LITALICO ジュニアと密な共有を行ったことで、一貫した対応とすることが可能で

あった。環境の変化は B 児の不安に繋がってしまうため、配慮を行い一貫した指導を行う

ことで学校と LITALICO ジュニアのどちらとも安心して過ごすことのできる居場所となっ

た。 

母子分離が難しい B児にとって、母親以外の人との信頼関係の構築は重要であり、B児が

安心できる人・場所を増やす指導・支援を行うことが B 児がいずれ母子分離し自立してい

く一歩となる。個別指導計画をもとに重要事項を共有して指導を行うことができたことは B

児にとって有益であった。一方で、Ｂ児と関係性を築けている学校職員は特別支援教育コ

ーディネーターのみであり、学校内でその他に信頼関係を築ける存在をつくれなかったこ

とが今回の大きな課題である。 

B 児は自閉症スペクトラムと不安障害を併せ持つ児童であり、母子分離の困難さが大きい

ため、学校のみで対応をするのではなく、今後もチームで支援をしていく必要がある。 
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【事例３ C 児】（桜丘中学校） 

Ｃ児プロフィール： 

・中３ 

・軽度知的障害 

・LITALICO ジュニアに週１回通所 

 

 ６月に今後の支援・指導方針について、担任及び保護者と確認し、個別の指導計画を策

定した。12 月には C児が受験時に必要な合理的配慮について確認を行い、LITALICO ジュニ

アで読み上げの合理的配慮を実施してみることにより、本人にとって必要な配慮を意思表

明する準備を行った。Ｃ児については、前年度からの連携実績があり、また、校長の配慮

により３年間同じ担任、学級の状況も落ち着いていたことから、本年度学校における困難

度の低かった。そのため、指導計画の共有と必要に応じて随時連絡を取り合うことのみで

十分な連携であった。 

 

第３節 考察と今後の課題 

 

 ３つの連携事例を通した課題と可能性について以下に記す。 

 

① 困り感の強い児童生徒に対する支援の困難さ 

 ３事例の中でも最も困難であった児童生徒については、学校も手立ての少なさに困って

おり、LITALICO が関わることによる一定のメリットが学校にもあったと考えられる。一方

で、その困難度の高さから、学校が主体的に関わるというより、「LITALICO に任せる」と

いった面も見られ、持続可能性といった観点では課題が多くあった。特に本児の学校につ

いては特別支援学級や通級指導教室もなく、人的資源や専門知識を有する職員が足りなか

ったため、このような状況に至ったと考えられる。今回は LITALICO と学校のみでの関わり

だったため、今後はスクールカウンセラーや教育委員会等も交えて、学校での持続可能な

支援体制について議論をする必要がある。 

 

② 必要な連携の度合いをアセスメントし計画立てる必要性 

 児童生徒の状況によっては必要な連携の度合いが異なることが明らかとなった。例えば

困り感は少ない児童生徒については、指導計画を共有し、必要に応じて連携を取り合うぐ

らいの連携で良いと考えられる。一方で、必要な連携の度合いについて、学校側と外部機

関で合意形成が取れないまま連携を進めてしまうと、中途半端な連携で終わってしまう。

そのため、今後連携をしていくにあたっては、学校の基礎的環境整備の状況、本人の状況
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を把握した上で、必要な連携の度合いをアセスメントし、具体的な計画（連携方法、頻度

など）を立てて、学校に提案をしていく必要がある。 

 

③ 外部機関に関する知識と活用方法の浸透の必要性 

 学校と外部機関で、必要と感じる連携の度合いの見立てが異なる場合、LITALICO や保護

者としては連携を進めていきたいが、学校にとってはそれが負担としかならないケースも

ある。実際、放課後等デイサービスや保育所等訪問支援事業においては、「学校との連携」

の必要性が指摘されているにも関わらず、LITALICO ジュニアでは連携を断られることも少

なくない。教育委員会の特別支援教育担当者が福祉の事業についての知識を有していない

こともある。そのため、外部機関に関する知識と活用方法を学校に対して伝えていくこと

も必要と思われる。  
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第５章 総合考察と課題 

 

第１節 総合考察 

 

 本実証研究における３つの取り組みを通して明らかとなった外部機関と学校の効果的な

連携の仕方に関する示唆は以下の通りである。 

 

① 学校のニーズと状況のアセスメントによる年間の研修計画の策定及び継続的なスーパ

ービジョンの体制構築 

 本実証研究において単発の研修とチェックリストの運用のみでも一定の効果は見られた

が、継続的にユニバーサルデザインの視点に基づく指導を推進していくためには、継続的

な研修と、その研修で用いられた共通言語による継続的にフィードバックを得られるよう

な体制を構築する必要がある。外部の専門家や外部機関による研修が各学校で実施されて

いるが、その研修により学校がどのような成果を得ることを求めているか、については抽

象的なことが多く、その効果を測定するような研修はあまりない。本当に研修が学校にと

って意味のあるものにするためには、学校のニーズと状況をアセスメントし、共に目標設

定をし、そこに対し年間研修計画を立てることが必要である。また、更に研修を意味のあ

るものとするためには、定期的に巡回指導をおこなうなどをして、継続的にスーパービジ

ョンをし続ける必要がある。 

 

② 学校の基礎的環境整備等のアセスメントによる実現可能な連携計画の策定 

 外部機関や保護者が連携を望んでいたとしても、学校側にはそのようなニーズがない場

合があり、無理をして学校に入りこむことは、結果子どもにとっても良い状況にはならな

い。そのため、学校と外部機関が連携する際には、学校の基礎的環境整備の状況や、特別

支援教育に対する考え方、教師のスキルの状況等をアセスメントし、そのアセスメント結

果と子どもの状況を踏まえた上で、実現可能な連携計画を学校と外部機関が共に作成して

いく必要がある。このような計画がなく安易に連携を始めることは、単なる人員不足の解

消になってしまう危険性もある。お互いにとって意味のある連携をし、結果として子ども

の成長に貢献するために、事前の計画策定及びその計画に対する合意形成が重要である。 

 

第２節 今後の課題 

 本実証研究において３つの取り組みを実施したが、その効果を客観的に測定することに

は困難さがあった。研修実施については聞き取り、授業観察等において効果測定をするこ

とが可能であったが、ケース会議や教材提供においては定性的な評価にとどまった。今回
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得られた示唆を今後学校連携をしていく中で実際に実施し、その効果を測定していきたい。 
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